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要　　旨

　本稿は、令和 6年に改訂された「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」をもとに、その改

訂の過程と内容を整理し解釈した。そのうえでガイドラインだけではなく、いじめ防止対策推進法や、

学校・設置者によるいじめ対応の課題について検討している。結論として、重大事態における自死事案

の位置づけの問題を指摘するとともに、関係的権利としての子どもの権利論、発達保障論の視点から子

どもを中心に据えたいじめ対応のあり方について考察している。

キーワード：いじめの重大事態の調査に関するガイドライン、いじめ防止対策推進法、調査報告書、

　　　　　　第三者調査委員、子どもの自殺

はじめに

　令和 6（2024）年 8月 30 日、文部科学省は「い

じめの重大事態の調査に関するガイドライン」（以

下、改訂版ガイドラインとする）を改訂した 1。

　本稿では、「改訂版ガイドライン」において、

何がどう改訂されたかを解釈し、そのうえでいま

だ残されているいじめ対応及びいじめ重大事態調

査における課題を検討する。

　本稿の構成は次の通りである。１章では改訂の

背景と理由を概観する。２章ではガイドライン改

訂の概要と詳細を記述する。3章ではいくつかの

事案をもとに、重大事態調査における子どもに

とっての報告書のあり方と、子どもを亡くした保
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改訂に伴う変更点の解釈とその批判的検証
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and Their Critical Examination
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1 平成 29（2017）年に作成された「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」は「旧ガイドライン」とする。また、

旧ガイドラインと改訂版ガイドラインの差を設けず「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」について言及す

る場合には「ガイドライン」と略記する。

 * 北海道大学教育学院博士後期課程

** 北海道大学大学院教育学研究院
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護者にとっての報告書のあり方について考察する。

１．改訂の背景と理由

　文部科学省は改訂版ガイドラインの「はじめに」

において、改訂の背景と理由を次のように説明し

ている。「重大事態の発生件数は増加傾向にあり、

依然として法や基本方針、ガイドライン等に沿っ

た対応ができておらず、児童生徒に深刻な被害を

与える事態が発生している」こと、さらに「「い

じめ防止対策推進法」施行後から 10 年が経過し、

調査の実施に係る様々な課題も明らかになってい

る」ことである。このように指摘されている通り、

重大事態発生後の学校や行政の対応については批

判的な報道や言説がある一方で、学術研究および

法律家などからは後者の「いじめ防止対策推進法」

（以下、法）が含意する課題が主に指摘されてき

た。例えば日本弁護士連合会（2018）は、いじめ

の定義が広いため、子ども同士による日常的接触

がことごとくいじめに該当しかねないことを指摘

する。また坂田仰（2018）は、重大事態発生後の

調査を担う組織、いわゆる「第三者調査委員」に

関する課題について次の四点を指摘している。①

立ち上げ判断を巡る課題、②目的、役割を巡る課

題、③調査手段の課題、④「第三者委員会＝独立」

というイメージが有する課題、である。これら法

が持つ課題への指摘があるなかで、ガイドライン

のほうの改訂が実施された。このことから考えら

れることは、法改正により従来指摘されている課

題を根本的に修正していくのではなく、ガイドラ

インを改訂することにより現場および実践者レベ

ルで課題を乗り越えようとする志向性があるとい

うことである。

　次章では旧ガイドラインと改訂版ガイドライン

を比較し変更の概要を示したのちに、改訂版ガイ

ドラインにおいて改訂された点の詳細を提示して

いく。

２．改訂の概要

　旧ガイドラインと改訂版ガイドラインを比較し

たものを表１に示す。

　述べておきたい変更点は、頁数の大幅な増加で

ある。これは、①旧ガイドラインでは別の行政指

針として取り扱われていた「不登校重大事態に係

る調査の指針」が、改訂版ガイドラインにおいて

一本化されたこと、②また第 1、2章が追加され、

調査の事前段階に関する言及がなされたこと、③

表 1　旧ガイドラインと改訂版ガイドラインの比較

旧ガイドライン 改訂版ガイドライン

10 章※／ 15P ＋別紙 1P 章／頁数 12 章／ 47P ＋別添資料

旧ガイドラインと別に「不登校重大事態に

係る調査の指針（平成 28（2016）年 3月）」

がある

内容構成 「不登校重大事態に係る調査の指針」が廃

止され、改訂版ガイドラインへ一本化

調査開始後が中心 通時性 事前準備～調査後対応まで

（第 1章（重大事態調査の概要及び調査の

目的）、第 2章（いじめ重大事態に対する

平時からの備え）の追加（6P 程度））

その他 重大事態対応におけるチェックリスト追加

※旧ガイドラインでは章とは明記されていないが、改訂版ガイドラインとの対応から「章」に相当す

ると考えられるため、便宜的に 10 章構成とした。
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さらに各章において記述が詳細になったことによ

る。②と③に関しては令和 3（2021）年度「いじ

め防止協議会（第 4回）」においてしばしばその

方向性を目指すような発言が委員からされている。

たとえば同協議会議事要旨から抜粋すると、「ガ

イドラインも教職員プラス保護者と子どものお互

いの合意形成のためのガイドラインという形で作

成するのも一案」という発言が出ていることによ

る。つまり、旧ガイドラインは教職員向けの性格

をもつものであるが、改訂にあたっては児童生徒

やその保護者と調査の目的や方向性について共有

したり、合意形成を図るガイドラインを作成する

のはどうかという趣旨の提案がなされた。結果的

に改訂版ガイドラインは教職員や行政組織、そし

て重大事態調査委員向けの行政指針とはなってい

るが、詳細に調査項目や報告書の形式が掲載され

たことにより、児童生徒・保護者に対し調査が透

明化されるとともに、調査の内容や主旨について

理解を得やすくなったといえる。加えて、自治体

や調査委員会ごとによる報告書の違いを解消する

狙いもあるのではないか。つまり、様式を統一す

ることにより一律の形式の報告書が作成されるよ

うになる可能性があるということである。文科省

と子ども家庭庁は令和 5（2023）年 4月 1日以降

に発生した重大事態について、全国から調査報告

書を提出するよう要請しており、提出された報告

書を分析し今後のいじめ重大事態に対する助言等

に使用するとしている。様式が統一していたほう

が分析はしやすいと思われるが、統一された形式

がいじめという問題の性質に適合するかは訝しい。

さらに同協議会議事要旨から、学校現場だけでな

く調査委員会においても、重大事態調査における

「補足マニュアル、手順書、解説書のようなもの」

を求める声が上がっていることも言及されている。

それらを受けて、児童生徒・保護者、さらに教職

員に対し調査について事前に説明すべきこと、さ

らに何を調べどのように報告書を記述するかの具

体例まで盛り込まれた改訂版ガイドラインとなっ

た。次節以降では、上述の変更点を詳細に検証し

ていく。

2-1．変更点の詳細

　改訂版ガイドラインにおいて、内容が新規に作

成されたものや大幅に加筆されたものは以下の通

りである。第 1章、第 2章は概要にて言及してい

るため省略し、第 3章以降の改訂部分とその概要

を記述してゆく。なお、言い回しの細かな変更は

変更点の対象としていない。

【第 3章　学校の設置者及び学校の基本的姿勢】

・第１節の一部：基本姿勢について詳細な視点の

箇条書き

・第 2節：「重大事態調査中における学校の対応」

において、警察との連携を新しく追加

【第 4章　重大事態を把握する端緒】

・第１節（1）の一部：重大事態の判断について

丁寧に説明

・第１節（2）の一部：早期対応の重要性を指摘し、

さらに具体例を提示

・第２節：児童・保護者から申立てがあった場合

に懸念される事項を細かく提示。また退学、転

学、既卒などした場合の注意点も提示

【第 5章　重大事態発生時の対応】

・第１節（1）の一部：学校設置者に情報共有す

ることと、その報告先の詳細な提示

・第 2節（1）の一部：初動対応時に心得ておく

ことを提示

【第 6章　調査組織の設置】

・第２節（2）：専門家及び第三者の考え方につい

て、おもに公平性・中立性を要求

・第２節（3）：常設の調査組織の場合の但し書き

【第 7章　対象児童生徒・保護者等に対する調査

実施前の事前説明】

・第１節（2）：調査実施前の説明のための事前準

備について

・第 2節（1）：説明事項の「見える化」と、調査

の二段階説明（調査実施決定後すぐと、調査体

制整備後）

・第 3節：関係児童生徒・保護者への説明

【第 8章　重大事態調査の進め方】

・第１節：調査の進め方についての事前検討
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・第２節（2）：重大事態調査における留意事項

・第２節（3）：聴き取り調査・アンケート調査等

における事前説明

・第２節（4）：聴き取り調査の方法及び留意事項

・第２節（5）：児童生徒を対象としたアンケート

調査等を行う場合の留意事項

・第２節（6）：調査中の対象児童生徒・保護者へ

の経過報告

・第 3節（1）：重大事態調査における調査報告書

の作成（共通事項の記載例）

・第 3節（4）：学校及び学校の設置者の対応の検

証・再発防止策の提言

【第 9章　調査結果の説明・公表】

・第 1節（3）：追加調査について

【第 10 章　重大事態調査の対応における個人情

報保護】

・第 1節：個人情報保護法に基づく基本的な対応

・第 2節：調査報告書の提示・提供について

・第 3節：調査報告書の公表に係る個人情報保護

法との関係

【第 11 章　調査結果を踏まえた対応】

・第１節：対象児童生徒への支援やいじめを行っ

た児童生徒への指導及び支援

・第 2節：調査報告書で提言された再発防止策の

実施についての記述の増加

【第 12 章　地方公共団体の長等による再調査】

・第 3節：再調査結果の説明、報告及び再調査結

果を踏まえた対応

　上記の変更点から特に言及したいことは、第 8

章において調査の進め方に関する記述が大幅に追

加されており、具体的にどう進めていくかが記載

例とともに文書化されたことである。これは、上

述したように令和 3年度「いじめ防止協議会（第

4回）」において、「どのように動いたらいいか、

…マニュアルのようなもの」を求める声が上がっ

ていたことからも、現場の必要の声に応じ作成さ

れたと考えられる。また、第 10 章の個人情報に

関連する記述も大幅に追加されており、同意に基

づいたデータの提供や利用目的に沿った個人情報

の取得を繰り返し説いている。全体的に、旧ガイ

ドラインで提示されていた内容が改訂版ガイドラ

インにおいては、より細かく具体的に記述される

ようになっているとともに、いじめに関わった可

能性のある児童生徒への支援・指導についても多

く言及されているため、大幅に分量が増えたと言

える。

３．改訂版ガイドラインの課題

　前節で述べた通り、改訂版ガイドラインは大幅

に分量が増え、各章において詳細に調査について

の記述がなされた。しかし、改訂されたガイドラ

インにおいても、自殺事案と存命事案の混同、お

よび子どもの声と保護者の声の混同など、看過で

きない課題が残されている。そもそも法 28 条に

おいて、重大事態にあたるものの中に、いじめに

より自殺に至るケースと、重大な被害を受けてい

るが存命しているケースが混同して措定されてい

る。自殺してしまい被害当事者の児童生徒がもう

いないのか、あるいは存命しているのかにより調

査の方向性やあり方は変化すると想定される。具

体的には、いじめ被害当事者の子どもがいるかい

ないかではいじめ対応および調査報告書のあり方

が、とりわけいじめ被害当事者である子どもに

とってのあり方、一方で、わが子を亡くした遺族

にとってのあり方の二点において変わってくるだ

ろうということである。以下ではこれら課題につ

いて、まずは法 28 条の含み持つ課題を広くとら

えたのちに、具体的な事案を用いながらそれらを

区別する必要性を検討していく。

3-1．法第 28 条「重大事態」規定における自殺事

案と存命事案の混同

　「重大事態」についての規定は周知のように、

法 28 条に記載されている。そして重大事態は法

で次のように定義されている。

（1号）　いじめにより当該学校に在籍する児童

等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた

疑いがあると認めるとき。
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（2号）　いじめにより当該学校に在籍する児童

等が相当の期間学校を欠席することを余儀なく

されている疑いがあると認めるとき。

　このうち、法 28 条第１号にあたるものの例と

して「いじめ防止等のための基本的な方針」（以

下「基本方針」）（文科省 2017：32）では、①児

童生徒が自殺を企図した場合、②身体に重大な傷

害を負った場合、③金品等に重大な被害を被った

場合、④精神性の疾患を発症した場合、が想定さ

れている。また、法 28 条第 2 号における「相当

の期間」については年間 30 日が目安とされてい

るが、但し書きとして①児童生徒が一定期間，連

続して欠席しているような場合や、②児童生徒や

保護者から申し立てがあった場合には迅速に調査

に着手することが必要であるとしている。神内聡

（2021）は文科省による「児童生徒の問題行動・

不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（以

下「生徒指導調査」とする）の結果をもとに重大

事態の発生件数を集計している。神内によると、

2013 年度から 2019 年度までの重大事態発生件数

は、１号に該当するものが 1220 件、2号が 2276

件と算出しており、「2 号のほうがどの年度も一

貫して多く、（中略）重大事態の発生を減少させ

るためには、不登校対応が重要である」と報告し

ている。また、１号の重大事態の被害の様態とし

て、「一貫して「精神」に対する重大な被害が生

じた件数が多く、全体の 52.0％を占めている。次

いで、生命（23.3％）、身体（16.0 ％）の順に多い」

とし、「このことから、重大事態の発生を減少さ

せるためには「精神」に対する被害が重大なレベ

ルに及ばないように防止する必要がある」と指摘

している。しかし、「生徒指導調査」における重

大な被害の様態については、学校が「最も重大と

考えられるものを一つ選択して回答する」ことと

されており、重大事態調査実施有無および調査結

果に関わらず学校の見解をもとに回答する性質の

ため、いじめ被害当事者の見解とは異なっている

可能性がある。さらに、調査票における「生命」「身

体」「金品」「精神」の分類は上記の基本方針に沿っ

ている選択肢だと考えられるが、これら被害の様

態を分割し一つしか選択し回答できない時点で、

いじめ被害に対する理解のなさを指摘せざるを得

ない。つまり、いじめは行為内容がどうであれ、「精

神」に影響を及ぼすものであることに対する理解

をする必要があるのではないかということである。

これは、改訂版ガイドラインの第 4章において、

児童生徒や保護者が卒業後に、在籍時のいじめの

重大事態について申立てを行う場合が想定される

とし、「重大事態の場合には調査を行うことが必

要」と明記されているように、卒業後であっても

いじめが精神的に影響を及ぼしていることに対す

る被害者救済・支援措置であると考えられる。す

なわち、精神疾患を発症することにはいじめ被害

において身体への傷害があったかもしれないし、

金品への被害があった可能性などがあり、いじめ

行為を分割し数値化し、ピンポイントに「「精神」

に対する被害が重大なレベルに及ばないように防

止する」ことは結局いじめ自体を防止することと

同義なのではないだろうか。そしてさらに統計上

の問題を指摘すると、１号事案においてすでに自

殺が発生している場合に、学校側は「生命」に

チェックを入れる可能性が大いにある。なぜなら

加害行為によって生命を脅かされただけではなく、

加害行為により死を選ばざるをえなかったという

理解の仕方をする教育者は少なからずいるのでは

ないか。何をもって被害の様態とするのかを共有

することには限界があり、さらに被害の様態は同

時発生していたりする。加えて１号に該当するも

のの内部でも、生命の取り返しのつかなさという

点において偏りがあるだろう。

　一方で、取り返しのつかなさには、時間の問題

も含まれている。以下では、適切ないじめ対応・

調査がされないことによって訴訟を起こしたいじ

め被害当事者の経験をもとに、存命した子どもた

ちがいじめ発生時にどうしてほしかったのか、い

じめ対応・調査の示唆を得たい。
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3-1-1．いじめ被害当事者にとって、声を聞いて

もらえなかった経験

【事案①】　

　2026 年 3 月 26 日、あるいじめ事案の第三者調

査報告書が被害者に手渡された 2。被害者である

佐藤和威さんは、中学１年だった 2012 年にいじ

めに遭い、自殺企図などの深刻な PTSD を負った。

佐藤さんは加害者と学校設置者である市教委を相

手取り訴訟を起こした。そのなかで市教委は同級

生らによる暴力や金銭を脅し取るなどの行為を

「悪ふさげ、ちょっかいに当たる軽微なもの」な

どと主張した。地裁・高裁ともに学校の責任を「担

当教諭らがいじめを認識できたとは認められな

い」と否定し、最高裁は佐藤さんら原告の上告を

退け、判決が確定した 3。佐藤さんはその後、市

にいじめ重大事態に基づく第三者調査の再調査を

要望した。本事案は法の施行以前に発覚したいじ

め事案であったため、当時は学校や設置者が積極

的な調査を実施しなかった経緯がある。そのため、

最高裁まで終結時点においての第三者調査実施と

いう稀なケースとなっている。調査報告書を受け

取り、佐藤さんは記者会見に臨んだ。その中で以

下のようにコメントしている 4。

　「今回、第三者委員会の報告を受けて、当

時の中学校の先生方や教育委員会の方々が、

僕の話や家族の話、そして僕自身の思いって

いうのを信用してくれていなかったっていう

のが分かりました。当時、あれほど、先生方

に僕がされたことだったり、僕の状況につい

て必死に話したんですけど、どうして今も疑

われたままでいるのかっていうのが苦しくて

なりません。」「完全とは言えなくても、学校

で何があったのかを調べて事実を明らかにし

てくれていたならば、このような裁判をする

ことも、調査委員会にお願いをするというこ

とも必要ありませんでした。今回の調査委員

会で、学校の対応に問題があったということ

が明らかになったとともに、中学校の先生方

への聞き取りから、先生方の考えというもの

が今も変わらずにいるということが分かりま

した。あの時、先生に助けを求めていても、

助けをもらえなかったんだっていうのが今回、

はっきりと分かりました。」

　本事案では前述したように、判決において加害

者のいじめ行為は認定されながら、学校の安全配

慮義務違反は否定されている。証人尋問で学校側

は、校内で行われた暴力行為も「プロレスごっこ

だと思った」とし、いじめだと認識していない旨

を述べている。そして判決においてはその認識が

支持された形である。今回、第三者調査報告書に

おいて学校の対応の問題が指摘されたことにより、

やっと被害当事者の声がわずかながらも掬い取ら

れたといえる。またコメントにもあるように、被

害者にとって当時学校がちゃんと事実を調べて明

らかにしていてくれたら、裁判も調査委員会も必

要なかった。つまり、いじめ発覚当初から学校と

争いたいという心情はなく、早急な対応をしてい

れば、当時から現在まで 14 年近くも時間を費や

す必要はなかったということでもある。

【事案②】　

　佐藤晋平（2020）は、中学生時代にいじめに遭っ

た当事者（中井氏）へのインタビュー記録をもと

に、大学生の現時点において、当時のいじめられ

経験、およびその後の訴訟についてどのように感

じているかを検討している。なお中井氏は裁判中、

高校生であった。佐藤は、インタビュー中に中井

2 なお、本稿執筆時点では調査報告書自体は公開前であるため報告書本文について言及はできない。市は調査報告書につ

いて、2026 年 4 月 1 日から半年間公開する予定であるとしている。
3 https://www.asahi.com/articles/ASQ986TZZQ98TTHB002.html（閲覧日：2026 年 3 月 27 日）。なお、地裁について筆頭著者

は弁論準備段階から証人尋問、判決まで観察している。地裁判決後の記者会見以降、佐藤さんは実名顔出しで自らの境

遇を語っており、本稿はその意思を尊重している。
4 https://mainichi.jp/articles/20260326/k00/00m/040/324000c（閲覧日：2026 年 3 月 27 日）
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氏が発した「裁判はしてよかった」という語りと

「裁判はしたくなかった」という語りを対比的に

置きながら、中井氏の複雑な感情を辿っている。

具体的には、「裁判はしてよかった」語りにおいて、

「中学生時代から、自分の思いや主張が認められ

ない状況を生きてきた中井氏にとって、…自らの

主張が（判決において）認められたことは「大き

かった」」こと、「そもそも裁判の場において自分

の話が「初めてちゃんと聞いてもらえてる感覚が

あった」」ことから、裁判の経験をポジティブに

意味づけていると見る。一方で中井氏の、「裁判

はしたくなかった」ことについては、「それしか

方法がなかった」「中 2 とか中 3 とかで終われた

ことを、大学生になってまでやらなくちゃいけな

かったっていうのは、個人的には人生にとっては

マイナス」という語りを載せている。これを受け

佐藤は「社会は、訴訟について「勝訴」や「敗訴」

という言葉を用いるなど、訴訟がポジティブな何

か、あるいはネガティブな何かのどちらかを個人

にもたらすとするストーリーを作る。…裁判の経

験の過程で、中井氏はポジティブな感覚も獲得す

ることがあったのだろうが、しかしまた、「いじめ」

の記憶と共にネガティブな感情は継続したし、裁

判という装置がもたらす緊迫はそれを増幅もし

た」とし、「一見矛盾するような内容を話してい

るのは、前へ進みたい感情と過去へ引き戻される

ような感覚の両方が去来する矛盾の中を、今も中

井氏が生きざるを得ない状況を示しているように

思う」と考察している。

　上記の二事案に共通することは、いじめ被害当

事者にとって長い間声を聞きとられないままに留

め置かれたことによる、ないがしろにされた回復

されない時間に対する痛みである。佐藤和威さん

も中井氏も、当時いじめにちゃんと学校や設置者

が対応してくれていたら、子ども時代に訴訟を起

こすなどという経験をしなくてよかったのに、と

いう思いを持つ。つまり、その当時は苦しかった

が、周囲の大人が事実を明らかにしてくれたり、

話をちゃんと聞いてくれていれば早い段階で次に

進むことができたのに、という悔しさではないだ

ろうか。上記の二事案に限らず、重大事態の調査

は 1、2年かかることが平均であり、子どもの「早

くこのいじめをなんとかしてほしい」という声を

拾いきることが困難である。

　佐藤晋平（2013）は、神戸高専剣道実技拒否事

件 5 を題材に、裁判にかかる時間とそれにより生

徒が被った教育への時間的不利益が存在すること

を指摘し、「長い審理期間に外部の介入（この場

合は原告に対する退学処分の一時停止―筆者注）

を寄せ付けないという構造を裁判が根源的に有す

るなら、その解決はどのようにして可能になるの

か」と問いを立てる。結論の一部として佐藤は、「教

育法学も含め法学的思考が裁判審理の時間を前提

としており、教育の時間的利益と裁判審理の時間

の関係という問題が盲点となるのならば、この問

題は教育の実践的性格を強く意識しうる「教育の

側」からしか指摘できない可能性がある」として

いる。つまり、原告が勝訴し学校へ復学できたと

しても、裁判に費やした 4年という時間は返って

こない。教育と法は、全く違う営みであるが接し

ていて、かつ浸食しあっている部分がある。この

部分を「教育の側」から指摘し、私たちはなにを

重視すべきか考察していくことが求められるとい

うことである。重大事態調査は裁判や審理ではな

いが、事実確認や中立性を求められたり、法の専

門家が介入することが推奨されている、極めて法

プロセスに近い教育実践である。そのため「教育

の側」が指摘すべきこと、すなわちいたずらに時

間を費やさず、もっとも迅速に救済すべきものを

見誤らないことが求められる。このことについて

次項以降にて、さらに掘り下げて検討していきた

い。

5 佐藤によると「宗教上の理由から剣道実技を拒否した生徒に対し下された原級留置と退学の処分の取消を求めて争われ

た一連の裁判は、退学から 4 年後の平成 8 年に処分された生徒、原告側の勝訴で確定し、退学処分となった生徒は同年

4月に復学した」事件。
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3-1-2．子どもを中心に据えたいじめ解決を志向

する

　文科省「いじめ防止対策協議会」は、令和 3年

度第 3回において、有識者へのヒアリングとして

「NPO 法人プロテクトチルドレンえいえん乃え

がお」代表、森田志歩氏を招き意見聴取を実施し

た。森田氏は、自身の息子がいじめ被害者になり、

学校や教育委員会と争った経験から、同 NPO 法

人を立ち上げた。法人の活動内容としては、子ど

もに関わる様々な問題に対し全国から依頼や相談

を受け、各方面への対応・サポートをし、仲裁的

役割を担っている 6。森田氏自身は、「私は学校や

親の味方でも敵でもない。味方するのは子どもだ

け」7 というスタンスで同法人を運営していると

いう。本項で森田氏に着目する理由として、わが

子がいじめ被害に遭い、一連の紛争をしたという

稀な経験をもつためだけではない。森田氏はその

経験をもって被害者・保護者目線になるのではな

く、子どもを中心に据えいじめ解決を志向する人

物だからである。いじめに関連する法制度を思考

するさいに、公平性や中立性、事実の有無などは

大人同士の都合によるものがほとんどであり、前

節にあげた事案のように、いじめの渦中にある子

どもは置いていかれている。その中で、子どもを

中心に据えたいじめ解決を主張の軸にし、政府の

トップ機関の有識者ヒアリングを受ける森田氏の

声をここで紹介しておきたい。

　森田氏は子どもがいじめ対応において置き去り

にされる背景を「保護者は保護者で、親としての

正義を貫こうと」し、一方で「学校、教育委員会

は分かっていないのか、それとも根本的な財源や

人員、働き方改革、業務の多忙が根底にあって、

業務を増やしたくないとか、調査委員会を設置し

たくてもなかなか難しい」状況にあるためだと説

明し、「そこにいる子どもに対して今、何をしな

ければいけないというところを皆さんが分かって

いない」と問題を指摘する。加えて、「教育委員

会側が先に弁護士を出してきてしまう（と問題が

大きくなる）。そうなると、保護者の方が教育委

員会や学校に説明を求めても、もう（学校は）顧

問弁護士が対応している。だから顧問弁護士と話

をしてくださいみたいな形になってしまうので、

結局、問題の本質であったり、子どもに対する支

援だったり、大事な部分の話合いができなくなっ

てしまう。それで結局、保護者側が弁護士をお願

いする。そうすると弁護士の先生同士の話合いに。

そこで話し合われるのは大体法律論じゃないです

か。だから被害に遭った子どもが置き去りになっ

てしまっている」ことも指摘する。だから森田氏

は自身のいじめ対応・サポート活動について、「い

じめか否かというところに私はこだわらずに

（やっている）。なぜかと言うと、「いじめ」とい

う言葉を出した途端に、「うちの子はいじめてい

ない」とか、「それはいじめではない」とか、そ

ういう議論になってしまう。だから、そもそも子

どもたちに対して適切な教育をするというところ

が一番重要で、これはいじめだからどうというよ

りも、例えば自分のしたことによって友達が傷つ

いたとか、嫌な思いをしたんだよというところを

教えることが大事だと思」いながら実践している

という。さらに子どもから直接聞く声として、「被

害に遭った子どもたちというのは、調査を望んで

いる子はほとんどいない。子どもたちは、やはり

今すぐ何とかしてほしい、今すぐ助けてほしいと

いう声」があるが、調査には時間がかかるため過

酷な環境で待たされている状況を危惧する。

　森田氏の知見を受けここで示しておきたいこと

は、子どもの権利としての意見表明権が含みもつ、

子どもの声が表明されることと、その承認プロセ

スにおける実務の在り方である。山岸利次（2025）

は、世取山洋介（2003）の子どもの意見表明権論

をまとめながら、子どもの意見表明権を大人との

関係的権利であることを述べている。世取山は子

どもの意見表明権を子どもと大人との関係のなか

6 えいえいん乃えがお HP より。https://protectchildren-eternity.jimdofree.com/
7 東京新聞（公開日：2021 年 3 月 24 日、閲覧日：2026 年 3 月 19 日）https://sukusuku.tokyo-np.co.jp/education/42379/
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で、「子どもが「自由に自己の意見を表明」し、

その意見が「児童の年齢及び成熟度に従って相応

に考慮される」関係が保障される権利とした。そ

こにおける＜子ども―大人＞関係の特質は、①子

どもの主体性への大人の応答性、②子どもの発達

段階ごとの可変性である。そのうえで山岸は、「発

達 8 を実現するような大人との関係を権利として

子どもに保障すること、これこそが意見表明権の

要諦」であると述べている。つまり子どもの意見

表明権が関係的権利であるということは、子ども

が言ったことをそのまま反映するような意見の尊

重の仕方ではなく、あるいは子どもの声を聞くだ

け聞いて意見としては反映しないという権利保障

でも当然ない。大人と子どもとのやり取りがあっ

てこその権利である。さらにここで関係的権利論

を取り上げる理由は、近年就学前のいじめ事案に

ついても、法に準じたいじめ重大事態調査が実施

されたことによる。就学前の幼児の声を聞きとる

ことは極めて困難であり、事実を確認することに

ついて周囲の大人たちの証言の比重が大きくなる

ことは想像に難くない。そこでは森田氏が指摘を

したような、保護者対学校・設置者、あるいは弁

護士対弁護士の構図に陥りやすい。こういった場

合に、子どもの発達段階まで考慮した関係的権利

論による子どもの意見表明権への理解は重要な示

唆を与えているだろう。さらに前節において「もっ

とも迅速に救済すべきものを見誤らないこと」を

指摘した。その具体的な在り方として森田氏の子

どもを中心に据えるという実務の軸があり、それ

は山岸が述べる、子どもの意見表明権は関係的権

利であるという議論に位置づけることができるだ

ろう。

　さて、一方で「もっとも迅速に救済すべきもの

を見誤らないこと」として考えたいことは、すで

に子どもが自殺してしまっている場合である。そ

こにおいて迅速に救済すべきものとは何かを、わ

が子を亡くした子どもの保護者の語りをもとに考

察してゆく。

3-1-3．遺族にとっての報告書の意義：再発防止

策の提言における未来志向性

　改訂版ガイドライン第 8章には、調査報告内容

の記載例（共通事項）が掲載されており、その項

目の最後には「当該事案への対処及び再発防止策

の提言」が盛り込まれている。また、対象児童生

徒が自殺している場合の但し書きには、上記の記

載例に加えて「自殺の再発防止・自殺予防のため

の改善策」を記載するよう求めている。再発防止

策の提言とは、①当該事案への対処について、②

学校及び学校の設置者に対する提言である。つま

り①については、事案に対し対象児童生徒あるい

は加害児童生徒にどうアプローチし、どういじめ

を解消していくか、不登校状態であればその児童

生徒への支援方策はどうするか、②については学

校や設置者はそのような事案を二度と起こさない

ように組織として何をすべきか、どう対応すべき

だったか、ということになる。また、「児童生徒

の自殺が起きたときの背景調査の指針」において

も同様に再発防止・自殺予防への提言は要求され

ている。このこと自体は重要な項目であり、異論

はない。ただ、いじめ事案に限らず児童生徒が自

殺している場合における「再発防止策の提言」に

は、誰に対する何のためのメッセージなのかを検

討する必要があるのではないか。救えなかった命

があることに対し、こうすべきだったと言うこと

は報告書の核心であると考えられるが、わが子を

喪った保護者に対し、学校や設置者および自治体

は今後こうすべきだ、と言うことの妥当性と意義

はあるのだろうか。

　このことについて筆頭著者がインタビューを実

施した遺族の語り（二事例：A さん、B さん）を

もとに考察していきたい。なおこの事例を検討し

8 この「発達」とは何かについて山岸は別章を立てて考察しているが、紙幅の関係からここでは割愛する。
9 A さん、B さんの事案はいじめが原因による自殺ではないが、わが子を亡くした遺族の語りとして重要な示唆を含むこ

とと、いじめに限らず子どもの自殺にかかわる調査一般としても本章の趣旨と相違ないために記載する。
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たものは論文として既に公表されている（青柳

2024, 2025）。A さん、B さんともに中学生の子

どもを自殺で喪った保護者である 9。インタ

ビュー内において、再発防止について語られてい

る部分のみを抽出して記述してゆく。

　まず A さんにおいては、「調査報告書をもらえ

たことが、ゴールではなくスタートラインだった」

という語りから考察してゆきたい。A さんは自殺

発生後に学校が再発防止策（たとえば教員への懲

戒や研修の実施など）を提言してきたが、学校と

はすでにコミュニケーションが絶たれており

「やっているかやっていないかわからない」から

「期待しても悔しい思いしかしない」と語る。こ

このみ切り取れば再発防止策の提言は遺族を余計

に傷つけるだけではないかと思うかもしれない。

ただ続けて A さんは「世の中だったり、どこか

で死のうと思っている子どもに（自分の事案のこ

とを）発信し続けなきゃいけない」と語る。なぜ

なら自殺する子どもを「目標はゼロにしたい、再

発、完全に防止」したいという思いを持つからで

ある。

　B さんにも同様の語りが見られる。子どもの自

殺が「なんかこうやって前にもあって、この時に

きちんと対応できていたら息子は死なずに済んだ

んだってやっぱり思う」し、「世間に知られても

ないっていう現実が、やっぱり自分も知らなかっ

たし。まずそれを知ってもらわなきゃいけないと

思って。知ってもらうってやっぱり防ぐ、予防に

つながる」という思いを持つ。

　A さんも B さんも、社会がわが子の自殺につ

いて知ることが再発防止につながるという希望を

持つ。ただそれだけではない、再発防止には遺族

にとって未来につながらざるを得ない思いがある

のではないだろうか。つまり再発防止という、学

校を、子どもの状況をより良くしていくことの背

後にあることは、もうわが子との時はこれ以上進

むことはないため、わが子が最後に過ごした学校

という存在に思いを向けることが、わが子と繋が

る手段になる、ということである。もう学校が、

自分の人生から切り離せない場になってしまった

ときに、よりその場や存在に向かわざるを得ない

ということがあるのではないか。調査報告書は遺

族にとって、わが子が生きた証を辿ることで喪失

感を抱えながらも今後を生きていく、喪の作業と

して存在している。そして再発防止を講じ遺族に

それを約束することは、過去に留めおかれた遺族

が未来に希望を持つための手段として存在してい

るのではないか。

　また再発防止の論から少し離れるが、ここで述

べておきたいことは、調査報告書が遺族への救済

の一部として機能しているのではないかというこ

とである。わが子について書かれた最後の書き物、

それはわが子と繋がれる極めて重要な存在である。

だからこそどこかの誰かのことではなく、自分の

子のことを知らせてほしいと遺族は願っているよ

うである。事実を明らかにすることは調査の大き

な目的ではあるが、こと子どもの自殺に関しては、

「亡くなった子から見た事実」という方向に比重

を置いてもよいのではないか。事実は人の見る立

ち位置によって当然変わってくる。だからあらゆ

る方向から調査者は調べ、観察していく必要があ

るが、もう子どもが亡くなっている場合に、その

子の声を直接聞きとることは不可能である。だか

らこそ調査者が、遺されたものからその子の声に

耳を澄ませ、関係性のなかで応答することが求め

られるのではないか。そうして見つかった原因と

再発防止策は、過去と未来をわが子が繋いでくれ

る、遺族にとってのよりどころになると思われる。

おわりに

　本稿は改訂版ガイドラインの変更点を記述し、

改訂してもなお残されている課題について検討し

てきた。改訂版ガイドラインにおいては、法 28

条に基づく重大事態規定を受け調査の進め方を詳

細に提示していることを確認した。だが、改訂し

てもなお存命事案と自死事案の混同、子どもの声

と保護者の声の混同があることを指摘した。その

混同があることにより、迅速に対応すべきことを

見誤り、子ども自身が二次被害を受けることを実
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際の事案から見てきた。また子どもを中心に調査

を進めるさいに、その子が存命であれ亡くなって

いる場合であれ、大人との関係性の中で子どもの

声が聞き取られる必要があることを考察してきた。

今後の課題として、本稿では改訂版ガイドライン

を題材にし、個別の事案をもとに事後対応のあり

方について論じたため、個人への対応を想定した

記述となっている。しかし現在は、いじめ事案に

限らず子どもの自殺数が増加する一方である。喫

緊の課題は、広く子どもの自殺を予防策を論じる

ために自殺発生の背景にある社会的課題や教育的

課題を探る必要がある。本稿では詳細に取り上げ

なかった、未然防止に目を向けた研究が、事後対

応の問題検討と同時に必要となるだろう。
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Abstract

This paper summarizes and interprets the process and content of the revisions made to the “Guide-

lines for Investigating Serious Situations of Bullying” in 2024. Furthermore, we are examining the chal-

lenges faced by parents, schools, and school authorities in addressing bullying. In conclusion, we pointed 

out the issue of how suicide cases are classified in times of serious situations of Bullying. And This pa-

per examines approaches to addressing bullying that place children at the center, from the perspectives of 

children’s rights as relational rights and theories of developmental support.

Keywords：Guidelines for Investigating Serious Situations of Bullying, Act for the Promotion of 

Measures to Prevent Bullying, Investigation Report, Third-party Committee, Child Suicide.


